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消費行動をミクロ的観点から分析する場合，通常，家計単位での考察が行わ
れる。すなわち，家計の収入ひいては消費支出は単数あるいは複数の構成メン
バーにより稼得されるが，家計全体が全体としてひとつの意志決定を行い消費
活動が行われていると考えられていることが多い。
しかしながら，有業人員の数や構成が異なれば，家計の収入の大きさ・内容，
構成メンバー中の消費決定プロセスヘの影響度，消費へのニーズといったもの
が異なってくると考えられる。また，そもそも「家計」と一口に言ってもその
家計特回の違いにより消費に対するニーズは大きく異なっていると思われ
る。
「モノからサービスヘ」「量よりも（のみならず）質に」消費の重点が移って
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きているということが言われて久しいが，そのような家計の行動変化をとらえ
ていくためには，異なる価格・予算水準の需要への影響だけでなく，家計の特
徴の差による行動の違いをも考慮していく必要がある2)。
さて家計の消費行動を分析していく際には，財間の集計問題のみならず叫経
済主体（家計）間の集計問題に留意する必要が生じる。すなわち，実証研究で
用いられるデータは多くの場合何らかの形で集計されたものであり，いわば架
空の平均的な家計の行動結果である一方，需要モデルは各家計が効用最大化を
行った結果の行動方程式と想定されている。両者を整合的に取り扱うためには
需要関数に暗黙のうちに強い制約がかかってしまう 4)ことが知られている。
1980年DeatonとMuellbauer(1980b)により提唱された需要モデルAlmost
Ideal Demand System (以下AI需要システムと略す）はこの集計問題を大き
く解決したモデルであり，また理論的な柔軟性も非常に高い。多くの理論的に
すばらしい特性を持っている5)のに加え，各国での時系列データを用いた実証
結果もおおむね良好である6)。そこで本稿では，日本の1963年から1994年の時系
列データに家計特性に考慮した AI需要システムを適用し，家計の行動分析を
行っていく。
本稿の構成は以下の通りである。第2節では今回行う実証分析の枠組みを示
す。まず，用いる需要モデルとそこでの家計特性効果の取り扱いについて述べ
る。今回計測に用いるのはAI需要システムであるが，どのようにすれば家計間
での整合的な集計を考慮に入れながら家計特性を取り入れたかたちでAI需要
システムを扱っていくことができるか説明を行っていく。つづいて，今回計測
の対象とするデータについて説明を行う。第3節では実証結果が述べられる。
まずはじめに，妥当な推定値・弾性値が得られたか，家計特性を考慮すること
でそれらに違いがみられたか，検討を行う。 AI需要システムは需要理論により
導かれる理論的性質を制約として課すことのできるモデルであるが，ここでの
比較は何も制約をおかない方程式で行う。次に，需要制約を課すことが有意で
あるか否かについての検定結果を，制約を課した場合の推定結果の変化とあわ
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せて検討する。さらに，家計特性を考慮することの必要性についての検討を行
う。最後に，第4節では，まとめと残された課題が述べられる。
第2節実証分析の枠組み
く1>モデル
本稿では， Ray(l982)の定式化叫こならって，家計構成効果を考慮した AI需
要システムの推定を行っていく。その導出について以下説明を行う。
DeatonとMuellbauer(1980b)により提唱された AI需要システムは次式で
表される。
処=ai+~;'Yulogp;+ {:Jilog(x/ P) 
ただしP.:第i財価格， X:消費支出， w;:第財予算比率，
1 logP=a。十2叫ogp;+-~~叫 ogp;logp12 
・・(1) 
さて， Barten(1964)は各家計の効用関数が次のように表現できると考えた。
u=u(z,,z2・・・・・., Zn) ・(2)
ただし Z;=q;/m;, Q;: 第i財需要量，
m;: 第i財に関する家計のscalefactor 
予算制約のもとで(2)式の効用関数を最大化するならば，家計の特性を考慮した
需要関数(3)式が得られる。
z;=z;(P,m, ,P2mi, ……，Pnmn,X) =z;(P, * ,P2 *, ……，Pn*,x) …(3) 
このとき対応する家計の費用関数は(4)式のかたちをとる (Muellbauer(1974), 
Gorman (1976))。なお，添え字hはそれが第h家計に該当することを示してい
る。
ch(p, u) = c(ph, u) = c (m1 hp1, ・ …・・,mnh,Pn,U) ・・(4) 
これらの枠組みに基づいて，家計特性を考慮した AI需要システムを導出する
と次式が得られる。
W;= a;+~;'Y;;Iogp;*+ {3;log(x/ P*) ・・(5) 
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ただし logP*=a。十図叫ogp/+½II祉ogp;*logp/
本来ならば，家計のscalefactor m; ~ まさまざまな家計の特性により影響され，
また財ごとに異なると考えられる。しかし，実証の際利用可能なデータの制約
から，安定した推定結果を得ていくためにはこのパラメータに何らかの簡単化
を行う必要がある。そこで，ここでは，家計のscalefactorはその構成人数(N)
にのみ依存し，その特性度を表すパラメータ 0は財間で同一であると仮定す
る。
m;=N9 ・・(6) 
(6)式を(5)式に代入するならば，各家計の AI需要方程式(7)式が得られる。
R 
叫 =a;+Ij叫ogp;+/3;logxh + a;logNh …(7) 
ただし点=xh/P, a;= fJ<I;n; ―/3;) 
(7)式は，個々の家計に対応するミクロの行動方程式である。しかしながら，
実際に推定に用いていくデータは，個々の家計の行動結果ではなく何らかの集
計されたレベルに対応している。
(7)式に対応する集計されたレベル，言い換えるならば代表的な (representa-
tive)家計の需要方程式は(8)式で表される (Hは家計数）。
巫=11;+ I;Y;;lo皿＋郎og公+a;logN
ただし 幻己代表的家計の第i財予算比率，
心=Iぷ/H,N=INh/H, 
11;= a;+ {J;log(H I Z) +ふlog(H/Z1), 
logZ=-I(ぷIIぷ）log(点IIバ），
logZi=-IばIIぷ）log(Nh!INh) 
・・(8) 
ここで，集計された家計の支出や家計特性分布を示す変数log(H/Z)やlog
(HI~) は通常観察することができないが，推定期間を通じて一定であると仮
定し，定数項に含まれると考えている。
以下では，厳密なミ•クロ行動方程式(7)式ではなく， (8)式を利用可能な集計さ
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れたデータに適用して実証研究を行っていく。なお，今回計測に用いるデータ
数は推定すべきパラメータ数の多さと比較するとさほど多くない。そこで(1)式
で定義される価格指数InPをStoneが用いた近似式(9)式で置き換えて推定を
行っていく 8)。
lnP'=~ 叫 npk ・(9)
く2> データ
今回計測に用いていくデータは，『家計調査年報』（総務庁統計局）の「年平
均1ヶ月間の収入と支出」の時系列データであり，その観察期間は1963年から
1994年の32年間である。調査対象として全世帯および勤労者世帯の 2種類があ
るが，今回は勤労者世帯データを用いた結果について分析を行う。
各世帯の消費支出額は次の10品目に配分・支出されている丸
1. 食品 2. 住居 3. 光熱•水道 4. 家具・家事用品
5. 被服 6. 保健・医療 7. 交通・通信 8. 教育
9. 教養・娯楽 10. その他
さて，データの数が限られているもとで，先に検討した複雑な需要モデルを
推定し妥当な結果を結果を得ていくことは困難である場合が多い。そこで，今
回の実証分析では，上記のデータを統合し作成した次のような 5品目分類のデ
ータをあわせて用いた10)。
①食品 ②住居 ③光熱 ④被服 ⑤その他
第3節実証結果
く1>推定結果と弾力性
表 1および表2は5品目分類のデータを用いた場合の推定結果である11)。こ
こで「無制約」とは，自動的にモデルに組み込まれる予算制約によるもの12)以外
のパラメータ制約を課していないモデルであることを意味している。表 1は(8)
式（以下，ケース（ア）と呼ぶ）の推定結果，表2は(8)式の家計効果の項を取り
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表 1 推定結果(5品目分類，無制約，ヶー ス（ア））
a, fJ, ツ" 'Y12 ツ,. ツi◄ ツi&
i = 1. 食品 1.8599 -0.1275 0.2506 -0.0480 0.0009 -0.0619 -0.1682 
(11.52) (-10.04) (11.98) (-1.40) (0.11) (-3.59) (-12.00) 
2. 住居 -0.0846 0.0140 -0.0316 0.0462 -0.0090 0.0238 -0.0449 
(-0.82) (1.72) (-1.78) (1. 59) (-1. 31) (1.64) (-3.86) 
3. 光熱 -0.0122 0.0050 -0.0488 -0.0134 0.0383 0.0102 0.0248 
(-0.17) (0.89) (-3. 78) (-0.64) (7.69) (0.97) (2.94) 
4. 被服 0.4047 -0.0264 0.0678 -0.0498 -0.0036 0.0433 -0.0803 
(4.00) (-3.31) (3.72) (-1.67) (-0.51) (2.90) (-6. 73) 
5. その他 -1.1679 0.1348 -0.2380 0.0649 -0.0266 -0.0154 0.2686 
(-7.58) (11.12) (-10.56) (1.76) (-3.01) (-0.83) (17.98) 
゜ 1.4742 (2.62) （ ）内は推定値をその標準偏差で除した値。
表2 推定結果(5品目分類，無制約，ヶー ス（イ））
a, p, 'Yil 'Ya ')'13 y,. ,. 
i = 1. 食品 2.0602 -0.1432 0.2483 -0.0598 0.0137 -0.0503 -0.1817 
(11.03) (-9.74) (10.00) (-1.48) (1.59) (-2.52) (-11.48) 
2. 住居 -0.0645 0.0124 -0.0282 0.0520 -0.0153 0.0191 -0.0400 
(-0.45) (1.11) (-1.49) (1.69) (-2.33) (1.26) (-3.32) 
3. 光熱 0.0687 -0.0013 -0.0465 -0.0122 0.0369 0.0098 0.0249 
(0. 72) (-0.18) (-3.67) (-0.59) (8.37) (0.96) (3.07) 
4. 被服 0.3230 -0.0199 0.0646 -0.0528 -0.0003 0.0452 -0.0819 
(2.35) (-1.84) (3.53) (-1.78) (-0.04) (3.07) (-7 .02) 
5. その他 -1.3874 0.1521 -0.2382 0.0728 -0.0350 -0.0238 0.2787 
(-7.75) (10.80) (-10.00) (1.88) (-4.24) (-1.24) (18.38) 
（ ）内は推定値をその標準偏差で除した値。
除いた定式化（以下，ケース（イ）と呼ぶ）の推定結果である。
家計人数の考慮の有無により推定値に違いがみられたかどうかをみてみると
共通の35パラメータ中3.光熱の定数項 (aa)および消費支出パラメータ (f3s)の
2パラメータが両ケースで符号が異なった13)。ただし，いずれの推定値も 5%水
準で非有意であった 14)。それ以外のパラメータについてはおおむね値の傾向は
似通っており，両ケースともで19パラメータが有意であった15)0
家計特性パラメータ (8)については有意な推定値が得られ，その値に基づい
て(7)式の＆パラメータを求めると，順に， 0.1488,-0.0435, 0.0089, 0.0057, 
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-0.1199であった叫
次に，これらの推定結果に基づいた各種の弾力性の結果について検討を行っ
ていく 17)。表3'表4はそれぞれ5品目分類のデータを用いた場合のケース（ア），
ケース（イ）の支出弾力性 (eふ価格弾力性 (e;;)'補償された自己価格弾力性
(e;;*)の値を示している。
表3 弾力性の値(5品目分類，無制約，ケー ス（ア））
e、 e" e" e, e,. e" e II..＊ 
i = 1. 食品 0.5588 -0.0084 -0.1226 0 .0269 -0 .1781 -0 .3681 0.1529 
2. 住居 1.1450 -0.3682 -0.5353 -0.1013 0.2345 -0.5357 -0.4248 
3. 光熱 1.1031 -1.0306 -0.2858 -0.2192 0. 2010 0.4592 -0.1655 
4. 被服 0.6805 0.9123 -0.5720 -0.0267 -0.4484 -0.8181 -0.3923 
5. その他 1. 2786 -0. 5703 0.1067 -0.0699 -0.0548 -0.5801 0.0383 
表4 弾力性の値(5品目分類，無制約，ケー ス（イ））
e, e,i e" e, e,., e,s ei ＊ 
i = 1. 食品 0.5036 -0.0003 -0.1579 0.0739 -0.1335 -0.3879 0 .1451 
2. 住居 1.1288 -0.3287 -0.4744 -0.1652 0.1876 -0.4769 -0.3655 
3. 光熱 0.9726 -0.9476 -0.2469 -0.2415 0.2032 0.5236 -0.1941 
4. 被服 0. 7581 0.8519 -0.6163 0.0096 -0.4319 -0.8756 -0.3694 
5. その他 1. 3147 -0.5811 0.1193 -0.0892 -0.0750 -0.5767 0.0591 
いずれのケースでも算出された支出弾力性の傾向は似通っており，その弾力
性の大きさの順は同一であった。 5品目の中では①食品の弾力性がもっとも小
さく，つづく④被服と合わせていずれのケースでも必需品と判断された。③光
熱，②住居の順に弾力性は大きくなり，⑤その他がもっとも奢修的との結果が
得られている 18)。
今回の計測では非常に大きく統合された品目分類が利用されているので，品
目グループ間での代替効果が多く観察されることが期待される。 20の交差価格
項のうちケース（ア）では14,ケース（イ）では13の交差弾力性が負の値を取った。
自己価格弾力性については両ケースともで5つ全てが負の値をとった19)。
補償された自己価格弾ガ性20)は理論的に負の値を取らねばならない21)が，ぃ
ずれのケースとも ell*, ess *について負の値が得られていない2)。
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以上，無制約の場合の特定化において，家計人数に代表される家計特性を考
慮することによりどのような影響がみられるかについて検討を行った。
今回用いている家計特性の定式化(6)式が非常に限定された形であることから
も予想されるが，家計人数の項を取り入れても推定結果が大きく変化すること
はみられなかった。しかしながら，推定値の有意度，弾性値の妥当性から検討
すると，家計効果を考慮したケース（ア）での結果の方が若干勝っていた23)0 
さて，家計特性パラメータ 0については有意な推定値が得られたが，次の項
では，家計特性を考慮することについての妥当性についていくつかの検定手法
を用いて検討を行っていく。またこの節ではモデルの定式化において需要理論
による制約を考慮しなかったが，これらの妥当性についても検討を行っていく。
く2>家計特性，需要理論の検証結果
この項では，AI需要システムのパラメータの関する線形制約式として表され
るいくつかの仮説について，その妥当性を検討していく。
検定する仮説として，需要理論に関して同次性および対称性，そして家計特
性効果を考慮することの妥当性を取り上げることにする 24)。
まず，需要理論に関わる仮説について検討を行うが，それぞれの仮説は次の
ように表される。
同次性：こ灯ij=0 (for al i) 
対称性：四=yj; (for al i ,j) 
今回用いた分析の枠組みでの検定結果を，表5 (5品目分類データを用いた
場合），表6 (10品目分類データを用いた場合）にまとめた。
検討すべき仮説（同次性，対称性）に対し，対立仮説の設定により各ケース
でそれぞれ3通りの検定が考えられる。表にはそれぞれ家計特性の有無別の定
式化について，検定の枠組みおよびそれぞれの場合の需要体系全体25)における
制約数が表示されている。
従来このような枠組みでの検定では対数尤度比検定26)が行われることが多か
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表5 対数尤度比検定およぴltalianerの修正検定の結果(5品目分類）
帰無仮説対立仮説 制約数 入' 修正係数 修正入'
ケー ス（ア） 同次性 無制約 4 46.73 0. 711 33.22 
対称性 無制約 10 74.64 0.734 54.81 
対称性 同次性 6 27.91 0.750 20.93 
ケー ス（イ） 同次性 無制約 4 45.84 0.719 32.95 
対称性 無制約 10 70.60 0.742 52.40 
対称性 同次性 6 24.76 0.758 18.76 
x2(4)。,o, = 13. 28, x2 (6)。,01 =16.81, ぇ：2(10)。,01 =23.21 
表6 対数尤度比検定およぴltalianerの修正検定の結果(10品目分類）
帰無仮説対立仮説 制約数 入' 修正係数 修正入'
ケー ス（ア） 同次性 無制約 ， 34.60 0.481 16.64 
対称性 無制約 45 221.58 0.543 120.41 
対称性 同次性 36 186.98 0.559 104.53 
ケー ス（イ） 同次性 無制約 ， 31.60 0.484 15.31 
対称性 無制約 45 218.94 0.547 119. 73 
対称性 同次性 36 187.34 0.563 105.38 
x2(9)。.os=16. 92, x2 (36)。,.,=51.00, x2(45)。.01=61. 65 
ったが，この方法を用いて需要理論の検証を行うと，小標本においては仮説が
棄却されすぎる方向にバイアスが生じることがことが知られている27)。そこで
本稿では，対数尤度比検定に加え， ltalianer(1985)が提唱した修正方式28)を用
いて需要理論の検証を行っていく 29)0 
表5および表6の入',修正入’の欄より， 5品目分類のデータにおいては家計
特性の考慮の有無に関わらず同次性は棄却されること，対称性は同次性を仮定
した場合には有意水準 1%で棄却されないことがわかる。一方， 10品目分類デ
ータでは，いずれのケースでも，同次性は棄却されなかったが，対称性は対立
仮説として無制約，同次性のいずれを設定しても強く棄却された30¥
このように需要理論に関する検定結果には，家計特性の有無による違いはみ
られなかった反面，用いるデータにより大きな異なりがみられた。そこで，い
ずれの制約を課したモデルを用いるかで1)支出弾力性の値， 2)補償された自己
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価格弾力性の符号条件， 3) (ケース（ア）について）家計特性パラメータの推定
値がどのように異なるか検討を行った。
表7は5品目分類データを，表8は10品目分類データを用いた場合の結果を
まとめたものである。
支出弾力性はパラメータ中/J;のみに依存している。制約が異なる場合に弾性
値が変化する方向・程度に，家計特性の有無による差はほとんどなかった。制
表 7 制約による推定値・弾力性の違い(5品目分類）
ケー ス（ア） ケー ス（イ）
e, 無制約 同次性 対称性 無制約 同次性 対称性
i = 1. 食品 0.5588 0.4184 0.2860 0.5036 0.3165 0.2212 
2. 住居 1.1450 0.9347 0.8902 1.1288 0.8928 0.8814 
3. 光熱 1.1031 1.4032 1.6281 0.9726 1.4552 1.6920 
4. 被服 0.6805 0.3102 0.0846 0.7581 0. 2006 -0. 0091 
5. その他 1.2786 1.4373 1.5411 1.3147 1.5200 1.5910 
e,,*< 0 3 2 2 3 1 2 
゜ 1. 4747 1.1530 0.5842 (2.62) (2.49) (1.59) 
（ ）内は推定値をその標準偏差で除した値。
表 8 制約による推定値・弾力性の違い(10品目分類）
ケー ス（ア） ケー ス（イ）
e, 無制約 同次性 対称性 無制約 同次性 対称性
i = 1. 食品 0.5206 0.4588 0.4354 0.5343 〇.4700 0.4395 
2. 住居 0.4747 -0.0988 -0.1792 -0.1761 -0.1597 -0.1461 
3. 光熱 0.8603 0.9711 1.5506 0.7775 0.9775 1.5201 
4. 家具 1.2613 1.2787 1.1104 1.2661 1.2723 1. 0807 
5. 被服 1.0832 1. 0511 0.6764 1.1092 1.0481 0.6224 
6. 交通 1.0966 0.8147 0.5387 1.2815 0.8047 0.5185 
7. 医療 1. 67 44 1.8286 2.3324 1.5223 1.8091 2.3002 
8. 教育 〇.1591 -0.0165 0.7857 0.3129 0.0067 0.8401 
9. 教養 1. 7017 1.5105 1.0174 1.5154 1.4657 1.0339 
10. その他 1.1273 1.5120 1.5197 1.4587 1.5306 1.5348 
e,,*< 0 8 6 7 6 6 7 
゜ 2.3923 0.4015 0.4157 (6.60) (2.08) (2.17) 
（ ）内は推定値をその標準偏差で除した値。
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約を課すことにより①食品，②住居，④被服の支出弾力性の値は小さくなり，
逆に③光熱，⑤その他では大きくなっていた。ケース（イ）では，対称性を課
すと④被服の支出弾力性が負の値をとった。一方， 10品目分類では，ケース（ア）
の無制約の場合を除いて2.住居で正の支出弾力性が得られなかった。それ以外
の品目で制約により弾力性が大きく変化したものには， 3.光熱（対称性制約で
上昇）， 5.被服（対称性制約で下落）， 6.交通（制約を課すと下落）， 7.医療（制
約を課すと上昇）， 9.教養（対称性制約で下落）がある。なお， 5品目の場合と
同様，結果の傾向に家計特性の有無による差はさほどみられなかった。
仮定する制約により価格パラメータ ')lij,それに関連する価格弾力性の値にも
かなりの異なりがみられた。ここで，補償された自己価格弾力性 (eij*)に着目
してみると，いずれのケースでも需要理論制約を課すことにより e;j*値が負と
ならない品目が増加する傾向がみられ，またケース間を比較すると若干家計特
性を考慮したケース（ア）の結果が勝っていた。
家計特性パラメータ (0)の推定結果は想定する制約により大きく違いをみせ
た。 5品目分類の対称性の場合を除いては有意な推定値が得られていた31)が，最
後に，家計特性パラメータについての検定結果について述べていく。
家計特性パラメータが不要であるとの帰無仮説に対し，対数尤度比検定統計
量は5品目分類データでは3.62,0.62, 0.98, 10品目分類データで6.33,5.44, 
2.30であった（数値は無制約・同次性・対称性の場合の順）。これらの統計量は，
すべての場合において有意水準1%で，また 5品目分類の対称性・ 10品目分類
のすべての場合に有意水準5%で有意であり，家計特性を考慮する必要は無い
という仮説は棄却されなかった32)。この結果は，上記の0に有意な推定値が得ら
れていることと食い違いを見せるものである。また，推定結果，弾力性の値な
ど全般的にみて，家計特性を考慮しない場合に結果が悪くなる傾向がみられる
ことからも，この点についてはより詳細な検討が必要とされるであろう。
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第4節結語にかえて
本稿では， AI需要システムに家計特性効果をもりこんだ定式化を，日本の勤
労者世帯のデータに適用して計測を行った。
今回分析対象とした家計特性の取り扱い方法は，家計構成人数のみに着目し
ている点，すべての品目で特性パラメータを同一と仮定した点など，非常に限
定的なものであった。このため，家計特性効果を盛り込むことによる影響があ
まり強く現れはしなかった33)が，一方家計効果を考慮することによる推定結果
の改善などその必要性が示唆される場面もみうけられた。今後は，より制約の
弱い家計構成効果の特定化を適用し，その計測を行っていく必要がある。
しかしながら，今回の実証結果は全般的にみてあまり芳しいものではない34)0
このような結果を改善し，推定結果は言うにおよばず需要理論・家計特性の検
定結果についての判断をより明確に行っていくためには，とりわけ次の2点に
留意した分析を行っていく必要があると考えられる。
(i) 本稿でも用いたが，実際にAI需要システムの推定を行う際には価格指
数 InP を Stone の近似式 InP'=~wkinpkで代用する場合が多い。しかし
ながら近年この近似式を用いた場合にさまざまな面で問題が生じる可能性
が指摘されている（注8,17, 29参照のこと）。本稿でもこの線形近似式を
用いたが，その場合の配慮は十分なものではなかった。今後はオリジナル
の需要体系を推定することも含め，この点についての改善が必要である。
(i) 今回分析対象としたのは32年間にわたる時系列データである。その間に
日本経済は高度成長，石油危機後の安定成長期を経て，近年はバプル景気，
その反動としての景気低迷と構造変化的な変容を数多く体験している。
注31)でもふれたが，橋本 (1986)と比較した場合，特に注目されるの
は1980年代中頃以降の「超」価格安定もしくは価格の下落現象35), およびバ
ブル崩壊後の消費支出の緩慢な伸びもしくは減少現象36)である。
需要分析において安定した推定結果が得られ，また需要理論が満足され
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るためには，支出額や価格などの変数が大きく変動する必要があるとの指
摘がある(Kim(1986))。しかしながら， 80年代後半以降の日本ではこれら
の変数の動きは緩慢であるにとどまらず，これまでとは大きく異なる様相
を見せている37)。このような経済・消費動向を説明していく上で今回の分析
に不充分な点がなかったか，今後検討の必要があるであろう。
注
＊）本研究は平成7年度学術助成基金（奨励研究）による成果の一部である。
1)消費ニーズに影響する要因としては，家計の大きさ（人数）やその構成（性別，年齢構成，
子供や高齢者の有無やその年齢・状態）などさまざまな要因が考えられる。
2)異なる特徴を持つ家計の消費行動の差異ひいては家計の特徴の測定は古くより関心が持
たれてきた問題である。
家計間におけるさまざまな特性やそこから生じる消費ニーズの違いを計測する尺度とし
てequivalencescaleがある。これは異なる家計が同レベルの厚生水準に到達するために必
要なコストの違いを表す指標であり，デフレーターとして用いることにより各家計の予算
をそれぞれの必要に応じた額に修正することができる。
本稿ではequivalencescaleについては詳しくふれることはしないが，これまでの議論につ
いての詳細なサーベイが駿河 (1991)で行われている。また日本のデータを用いてequiva-
lence scaleを推定した試みに Suruga(1993), 駿河 (1995)がある。
3)実証研究で用いられるデータは，個別の財ではなく複数の財・サービスのグループに対応
している場合が多い。個別の財を対象とする理論が集計された財のグループに対しても整
合性を持っためには，需要モデルの関数形を特定化する際に制約が必要となってくる。たと
えば，今回の分析でも暗黙のうちに仮定している 2段階の支出行動を想定した場合に必要
な財間の整合的な集計条件については， Blackorbyet al. (1970)を参照のこと。
4)たとえば線形な集計を行う場合，集計需要関数が存在するためには各家計のエンゲル曲
線が線形で，傾きがすべての家計で等しくなければならない。
5) その特徴としては， (1)需要理論から明示的に導き出された需要方程式体系である， (2)任意
の需要関数の 1階の近似である， (3)需要理論における性質（同次性・対称性）を検証できる
モデルである， (4)消費者間の集計問題を大きく解決している，等の点をあげることができ
る。特に第4点は従来のモデルに比べて大きな改善点と言うことができる。
6)たとえばDeatonand Muellbauer (1980b), Anderson and Blundell (1983)参照のこと。
日本の時系列データに当てはめてみても，他のさまざまな多品目需要関数と比較してフィ
ットもよく，得られる弾性値も妥当であった（橋本(1986))。
7)この定式化はRay自身が1980年に用いたモデルを，家計特性の扱いの点について拡張し
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たものである。
8) AI需要システムが提唱されたDeatonand Muellbauer (1980b)の論文でもこの近似式は
用いられている。その後も AI需要システムを推定する際にはほとんどの場合にこの近似が
利用されており，たとえばAndersonand Blundell (1983)ではこの近似の性能がよいこと
が確かめられている。しかしながら，近年この価格指数の近似式を用いることにより AI需
要システムの推定に問題が生じる可能性が示唆されている。注17,注29参照のこと。
9)それらの品目グループの内容の詳細，それらへの配分・支出額を含めた家計の支出行動に
関連するさまざまな変数の動きについては橋本 (1995)参照のこと。
10)『家計調査年報』は1970年に大きくデータの集計項目を変更しているが，この5品目分類
は1970年以前の旧分類にならったものである。 10費目分類との大まかな対応は以下の通り
である：食品，光熱，被服はほぼ同内容，②住居は2.住居と4.家具•家事用品の合計，⑤そ
の他は6.保健・医療， 7.交通・通信， 8.教育， 9.教養・娯楽， 10.その他の合計。
11)スペースの都合から以下の結果については数表の掲載は行っていない。なお，結果は筆者
に問い合わせていただければ利用可能である。
[10品目分類］ すべてのケースの推定結果および弾力性の結果
[5品目分類］ 同次性・対称性制約下の推定結果および弾力性の結果
12)予算制約によりパラメータには自動的に次の制約が課される： 2の=1, IP,= o, 
2叩=o, Io,= o。
13) 10品目分類の場合，家計人数の考慮の有無により，共通のパラメータ120中15パラメータ
の符号が異なった。これらはすべて価格パラメータ (y,;)であり，いずれも 5%水準で有意
ではなかった。なお，符号の異なった価格パラメータは， 1.食品で4,10. その他で3,2. 
住居.7. 交通.9. 教養でそれぞれ2,5. 被服.8. 教育で各1個であった。
14)以下，特に断らない限り，有意水準5%での検討結果について述べていく。
15)ただしその内容は異なっており，ケース（ア）ではp.が有意，ッ23が非有意であり，ケース
（イ）ではその逆であった。また， 10品目分類の場合，有意なパラメータは120中ケー ス（ア）
で38, ケー ス（イ）で35であった。
16) 10品目分類では8=2.3923であり，有意な推定値が得られた。対応するかは，順に，
0.3001, 0.0180, 0.0383, -0.0287, -0.0281, -0.0324, -0.0847, 0.0557, -0.1884, -
0.0497であった。
17)実証分析の際には価格指数の線形近似が行われることが多いが，従来その際の弾力性算
出式はまちまちであった。 Greenand Alston (1990, 1991), Alston et al. (1994)は彼らが正
確と考える算出方法を提唱するとともに，従来の研究の方式を比較検討し，それらの中には
大きなバイアスを持つものも含まれていることを指摘している。本稿では， Green and 
Alstonの方法をより計算しやすく，拡張した形で定式化した Buse(1994)の公式を用いて
弾力性の計算を行った。なお， Buseは微分の評価を線形近似したモデルで行うか，オリジ
ナルのモデルで行うかにより弾力性の算出式を 2通り提示しているが，本稿では， Green
and Alstonの方式にも対応する，線形近似の枠組みで評価する方法を用いた。今回用いた
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支出弾力性，交差価格弾力性の算出式は以下の通り。
炉 l+五- 1 - ~/3.lnp. 
W; [ 1 十 ~/3.lnp.]
/3, 
e;;=一au+.1'.i.L--(w;十ふ叫np.)(1 +~/3.lnp.) 一 1
W; 
W; 
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18)一方， 10品目分類では， 2.住居を除いて支出弾力性の傾向はおおむね両ケースで似通って
いた（表8参照のこと）。 2.住居を除くならば，もっとも必需的と判断されたのは8.教育で
あり，加えて1.食品， 3.光熱が必需品と，それ以外の6品目は奢｛多品と判断された。
19) 10品目分類では， 10個の自己価格弾力性のうちケース（ア）で2個 (e22, e ..), ケー ス（イ）
で3個 <ei2,ea., ea,)が負の値を取らなかった。また， 90個の交差価格弾力性のうち代替
効果の存在を示唆していたのはケース（ア）で56, ケー ス（イ）で62項目あった。
20)支出弾力性 (eふ価格弾ガ性 (e,)と補償された価格弾力性 (e,/)の間には次のような
関係がある： e,/=e叫 +eu (ここでw,は第j財の予算比率）。
21)スルツキー行列の対角要素が負であることより導出される。
22) 10品目分類の場合には，ケース（ア）の2.住居， 8.教育の 2品目，ケース（イ）の2.住居， 3.
光熱， 8.教育， 9.教養の 4品目で補償された自己価格弾力性が負の値をとらなかった。
23) 5品目分類のデータを用いた場合には結果にさほどの違いはみられなかったが， 10品目
分類データを利用した場合には，比較するならばケース（ア）の定式化のもとでより妥当な
結果が得られた。
24)需要関数が満足すべき性質として(a)加法性（需要関数が予算制約を満足していること），
(b)同次性（需要関数が消費支出と価格に関して零次同次であること）， (c)対称性（スルツキ
一行列が対称行列であること）， (d)負性（スルツキー行列が負値定符号であること）などの
性質をあげることができる。 AI需要システムでは加法性は自動的にモデルに組み込まれて
しまうため検定することができない。また，負性はパラメータの線形制約式として表現でき
ないため検定対象としては扱うことができない。
25) n財に対する需要方程式を推定する場合，加法性の制約より， n本の方程式すべてを同時
に推定するとその誤差項の分散・共分散行列が特異となり推定を行うことができない。この
ため，推定の際には，任意の方程式を 1本取り除いて推定を行い，その後加法性制約から除
いた方程式のパラメータの値を計算するという手法をとる。なお，推定結果はいずれの方程
式を取り除いたかには依存しない。詳しくは Barten(1969)参照のこと。
26)尤度比を入，帰無仮説における制約数を rで表すとき，入'=-2 In入が漸近的に自由度
rのカイ 2乗分布に従うことを利用している。
27)同次性制約については Laitinen(1978)が，対称性制約については Meisner(1979)がこ
のバイアスの存在を示している。また Laitinenは同次性制約を含む，単一の方程式におけ
る制約についての厳密な検定手法を示している。なお，このような小標本バイアスはデータ
数に比して推定すべきパラメータ数が多いときほどその度合いが強いことが知られてい
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る。
28) Italianerは検定統計量入’に次の修正項 m/Tを乗じて検定を行うことを提唱している。
m/T=(d叶必）/(2pT) 
ここでdu=PT-s-p(p+1)/2, d.=pT-r-p(p+ 1)/2 
Sは制約のない場合の， rは制約のある場合の推定すべき体系全体のパラメー
タ数。 Tはデータ数。 Pは推定すべき体系における方程式数。
なお， m/Tの項の持つ意味については Anderson(1958)参照のこと。
De Boer and Harkema (1989)は， Italianerの修正方式が尤度比検定統計量の小標本バ
イアスを取り除くのに効果的であることをモンテカルロ実験により示している。
29) Pashardes (1993)や Buse(1994, 1995)では，価格指数に関する線形近似式を用いること
により推定値の一致性が損なわれる問題，検定の際バイアスが生じる可能性が示唆されて
いるが，今回はこの問題に関しては対処していない。
30)同次性については注26)でふれた Laitinenの検定手法を適用することもできる。その場
合にも，同様の結果が示された。
31)なお， 0が有意に 1と異なるかを検定したところ，いずれの制約下でも， 5品目の場合帰
無仮説 (0=1)は棄却されず， 10品目の場合には棄却された。
32) Italianerの修正方式を用いた場合にはすべての場合に 5%水準で家計特性パラメータは
不要との帰無仮説を棄却することはできなかった。
33) このことが，ひいては家計特性効果を考える必要は必ずしも無いという検定結果に結び
ついたものとも考えられる。
34)たとえば，家計特性を考慮しない定式化に63年から83年までの同一のデータを適用した
橋本(1986)の結果と比較しても，充分には家計の行動を説明することができていない。
35)期間を通じて観察してみると， 1987年には総合物価指数が下落している。品目ごとの消費
者物価指数について単年度で指数が下落している例は多数みられるが，長期間にわたる価
格下落傾向が観察された品目に3.光熱 (1983年から1989年まで下落し続けその後も94年ま
で価格の上昇傾向はほとんどみられない， 1990年基準の指数でみたとき1983年の価格115.1
に対し89年は97.7,94年は102.8という水準であった）， 4.家事用品(1983年以降94年までほ
とんど価格水準は変化していない）， 7.交通 (1985年から89年， 90年から94年までそれぞれ
価格はほとんど同水準にあった）がある。
36) 1994年には『家計調査年報』の勤労者対象の調査で，はじめて消費支出額（名目）が前年
を下回った。この年には10品目中2.住居， 3.光熱， 8.教育以外の 7品目で支出額の減少が観
察されている。それ以外の年でも各品目での支出額の減少はたびたび観察されているが， 32
年間の期間中一度も支出額が減少しなかった品目に2.住居，逆に頻繁に減少が観察された
品目に3.光熱， 4.家事用品がある。
37)従来，暗黙のうちに，諸変数は少なくとも同方向に動く，多くの場合にはともに増加（上
昇）するとの想定がなされてきたと考えられる。しかしながら， 80年代後半には外的要因（急
激な円高，石油価格の急落）に大きく依存して価格の下落が生じているが，消費支出は増加
36 
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し続けている。一方， 94年に消費支出は減少をみたが，多くの品目の価格は緩慢ながら上昇
をみせている。
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